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金沢
仙台

札幌

長野

高知

福岡

那覇

岡山

<１０G>
・近畿基幹通信網構成拠点 (大阪市)
・NICTけいはんな支所 (京都府精華町)
・京都大学 (京都市)
・大阪大学 (大阪府茨木市)

<１G>
・NICT神戸支所 (神戸市)

<１００M>
・びわ湖情報ハイウェイAP *            （大津市）
・奈良県工業技術センター （奈良市）
・和歌山大学 (和歌山市)
・兵庫県西播磨総合庁舎 （兵庫県上郡町）

<１０G> 
・九州基幹通信網構成拠点 (福岡市)
・北九州AIMビル (福岡県北九州市)
・九州大学 (福岡市)

<１００M>
・NetComさが （佐賀市）
・長崎大学 (長崎市)
・熊本県庁 (熊本市)
・豊の国ハイパーネットワークAP *

（大分市）
・宮崎大学 (宮崎市)
・鹿児島大学 (鹿児島市)

<１Ｇ>
・四国基幹通信網構成拠点 （高知市）

<１００M>
・香川大学 （香川県木田郡）
・徳島大学 (徳島市)
・愛媛大学 (松山市)
・高知工科大学 (高知県香美市)

<１Ｇ>
・東海基幹通信網構成拠点 (名古屋市)

<１００M>
・名古屋大学 (名古屋市)
・静岡県立大学 (静岡市)
・ソフトピアジャパン （岐阜県大垣市）
・三重県立看護大学 (津市)

<１０G>
・北陸基幹通信網構成拠点 （金沢市）
・いしかわクリエイトラボ （石川県能美市）

<１００M>
・(株)富山県総合情報センター （富山市）
・福井県情報スーパーハイウェイAP * （福井市）

< １００M >
・信越基幹通信網構成拠点

(長野市)
・新潟大学 (新潟市)
・まつもと情報創造館

（長野県松本市）

<1０G>
・関東基幹通信網構成拠点Ａ (東京都千代田区)
・関東基幹通信網構成拠点Ｂ (東京都千代田区)
・ＮＩＣＴ小金井本部 (東京都小金井市)
・ＮＩＣＴつくばリサーチセンター (茨城県つくば市)
・秋葉原ダイビル （東京都千代田区）
・東京大学 (東京都文京区)
・NICT鹿島宇宙技術センター (茨城県鹿嶋市)

<1G>
・(株)横須賀ﾃﾚｺﾑﾘｻｰﾁﾊﾟｰｸ （神奈川県横須賀市）

<100M>
・宇都宮大学 (宇都宮市)
・群馬産業技術センター （前橋市）
・麗澤大学 (千葉県柏市)
・早稲田大学本庄キャンパス （埼玉県本庄市）
・山梨県開放型研究開発センター （山梨県中央市）

<１0G>
・東北基幹通信網構成拠点 (仙台市)

<１G>
・東北大学 (仙台市)
・岩手県立大学 （岩手県滝沢村）

<１００M>
・八戸工業大学 (青森県八戸市)
・秋田地域IX *  （秋田市）
・慶応義塾大学鶴岡キャンパス

(山形県鶴岡市)
・会津大学 (福島県会津若松市)

<１G>
・北海道基幹通信網構成拠点 （札幌市）
・NPO法人北海道地域ネットワーク協議会

（札幌市）

20Gbps
10Gbps
1Gbps
光テストベッド

基幹通信網構成拠点または光TBアクセスポイント
(アクセスポイントとしても利用可能）

全国都道府県のアクセスポイント（PAP含む）

大手町NICT
けいはんな支所

NICT
小金井本部

[凡例]

*IX:Internet eXchange AP:Access Point
PAP:Partnership Access Point

<１Ｇ>
・沖縄基幹通信網構成拠点 （那覇市）

北海道

東北

関東

信越

近畿

九州

東海

四国

沖縄

NICT
つくばRC

USA

H19年7月現在

アメリカ シカゴ

タイ バンコク

シンガポール

北陸

大阪

名古屋

秋葉原

100Mbps

１．JGN2ネットワーク概要

<１０G>
・中国基幹通信網構成拠点 （岡山市）
・広島基町ビル （広島市）

<１G>
・テレポート岡山 （岡山市）

<１００M>
・鳥取環境大学 (鳥取市)
・テクノアークしまね （松江市）
・ニューメディアプラザ山口 （山口市）

<PAP>＊

・広島大学 （広島県東広島市）

中国
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２．研究プロジェクト活動状況①
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参加研究者数参加研究者数 16241624人人
参加研究機関数参加研究機関数 536536機関機関

・大学・高専・大学・高専 248248機関機関
・企業等・企業等 146146機関機関
・政府系研究機関・自治体・政府系研究機関・自治体 9999機関機関
・海外研究機関・海外研究機関 3838機関機関
・その他（協議会など）・その他（協議会など） 55機関機関

JGNJGN２における人材育成２における人材育成

海外プロジェクト数海外プロジェクト数 22１１件件

米国、タイ、シンガポールの研究機関の他、他のネット

ワークを経由して、欧州や東アジア地域の機関とも連携
した研究開発を実施。

海外プロジェクト海外プロジェクト

2004.4～200７.6

2

1

87

16

2

プロジェクト数

5北陸

1信越

85関東

28東北

3北海道

デモ利用数地区

154154

13

9

5

11

8

プロジェクト数

219219合計合計

23九州・沖縄

27四国

19中国

21近畿

7東海

デモ利用数地区

JGNJGN２における２における地域情報化地域情報化

※プロジェクトリーダー所属機関の所在地でカウント

（※各数値は延べ数）

２．研究プロジェクト活動状況②
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３．研究開発プロジェクトの促進① JGN2を利用する理由

JGN2JGN2を利用する理由を利用する理由JGN2JGN2を利用する理由を利用する理由

55%

41%

40%

31%

21%

20%

19%

15%

11%

11%

7%

5%

3%

1%

0%

0%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

大容量のﾄﾗﾌｨｯｸ を流すことが可能

研究費を大幅に節約可能

遠距離ﾈｯﾄﾜｰｸ が必要

ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄが近くにある

ｱｸ ｾｽﾎ ｲ゚ﾝﾄが全国にある

利用時間に制限がない

提供ｻｰﾋﾞｽが充実

設定が自由にでき使い勝手が良い

ﾈｯﾄﾜｰｸ 研究基盤としての信頼性高い

海外との共同研究が可能

技術ｽﾀｯﾌのｻﾎﾟー ﾄが充実

人脈作りが可能

最先端の研究動向に関する情報取得が可能

JGN2ｾﾝﾀｰのｻﾎﾟー ﾄが充実

申請手続きが簡素

研究資金を確保しやすい

そ の他

接続のオープン性

• 「SINETは大学内に情報センターがないと接続できない。JGN2は縛りがな
い」

• 「（共同研究の相手である）民間企業や自治体も接続できる」

• 「キャリアのネットワーク利用では立ち入りさえできないエリアの機器に触
れ、実際に接続作業を行うことは、（ネットワーク機器の）開発者にとって貴
重な経験となった」

事業者中立性

• 「先進的なネットワークを利用した実証実験にはキャリアの協力が必要。
協力先への導入見込みが前提となるため、必然的に特定キャリア向けの
仕様となってしまう。このことが、海外展開の足かせになることがある。
JGN2ならば事業者に中立な開発が可能」

L2までの自由度

• 「L2レベルで利用することが可能であり、研究の自由度が高い。L3での研
究においても、下の層のL2を自分の研究に合わせて固定できる意味は大
きい」

占有可能な広帯域回線

• 「遠隔地間で共同研究する上で密度の高いコミュニケーションは不可欠。
JGN2の回線を利用した高画質なTV会議システムのおかげで円滑に研究
を推進できた」

N=102

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

(選択肢の中から3つまでの複数回答)
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３．研究開発プロジェクトの促進② JGN2が研究開発プロジェクトに与えた影響

■ 「JGN2をきっかけとして企画立案」されたプロジェクトは全体の37%。

■ JGN2が研究開発プロジェクトに与える成果・効果として大きいのは、「研究開発成果の実環境による実証」と「コストダウン」。

JGN2JGN2が研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに与える成果・効果が研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに与える成果・効果研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおける研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおけるJGN2JGN2の位置付けの位置付け

無回答

3%

37%

17%

企画立案は
JGN、JGN2が

きっかけではない
43%

JGNがきっかけで

企画立案され
現在まで継続

JGN2をきっかけ

として企画立案

光スイッチ、映像伝
送、教育、放送分野

において比率が高い

61%

41%

14%

2%

31% 28%

14%

3%

54%

22%

43%

22%

14%
8%

3%

59%

18%

29%

70%

61%

14%

5%
9%

2%

32%24%

35%

29%

27%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

研
究
開
発
成
果
の

実
環
境
に
よ
る
実

証 コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

研
究
開
発
の
大
幅

な
進
展

他
研
究
者
と
の
協

力
関
係
の
構
築

情
報
通
信
分
野
の

人
材
育
成

研
究
活
動
を
通
じ

た
地
域
の
活
性
化

研
究
予
算
の
確
保

と
活
動
の
継
続

そ
の
他

JNG2をきっかけとして企画立案
（N=37）

企画立案はJGN、JGN2がきっか
けではない（N=47）

JGNをきっかけとして企画立案さ
れ現在まで継続（N=17）

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

N=102
N=101

(選択肢の中から2つまでの複数回答)
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３．研究開発プロジェクトの促進③ JGNとJGN2の比較

JGN

JGN2

研究開発プロジェクト数 研究テーマ領域 研究投資

47件
ギガビットネットワーク利活用研究開発
制度による研究開発

公募利用

TAOがリサーチセンターを通して自ら行う
研究開発

民間企業、大学等の研究機関による

研究開発

15件直轄研究

93件一般応募

155件
（開始後3年経過時点／2001年12月）

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

アンケート未回答プロジェクトについては、各種資料より分類
注）アプリケーション関連技術の比率は、関連するプロジェクト数合計

値212に対する割合（研究プロジェクトには複数の分野に属するものがある）

59％
21％

19％

アプリケ
ーショ ン

ミドル
ウェ ア

ネット
ワーク

アプリケーション関連技術

152件
（開始後3年経過時点／2006年12月）

15件
NICTがリサーチセンターを通して自ら行
う研究開発

直轄研究

民間企業、大学等の研究機関による

研究開発

137

件
一般応募

内訳

アプリケーション関連技術内 訳

注）研究開発プロジェクト数： イベント利用を除く

76件共同利用型研究開発施設（ギガラボ）における研究活
動

ギガラボ研
究

デモンストレーション、講演会等の一時的な利用 49件
イベント利
用
注）研究開発プロジェクト数： ギガラボ研究、イベント利用を除く

参考

185
件

デモンストレーション、講演会等の一時的な利用
イベント
利用

参考

約37～76億円

ケースⅠ：36.5億円
＊アンケート有効回答集計値

ケースⅡ：79.8億円
＊研究プロジェクト全体の推計値

約37～80億円

投資推計

投資推計

ケースⅠ：36.8億円
＊アンケート有効回答集計値

ケースⅡ：75.8億円
＊研究プロジェクト全体の推計値

注）アンケートによる有効回答率が、機器費用に関する項目69.6%、人員

に関する項目74.5%であった。JGN2全体の研究投資を推計する際には設

備投資、人件費をそれぞれの有効回答率で割り戻し推計

注）アンケートによる有効回答率が、機器費用に関する項目50.0%、人
員に関する項目38.9%であった。JGN全体の研究投資を推計する際に

は設備投資、人件費をそれぞれ有効回答率で割り戻し推計

1 教育・コミュニケーション 19%
2 医療・福祉 14%
3 エンターティメント 14%
4 産業・科学研究基盤 12%
5 その他 1%

アプリケ
ーショ ン

ミドル

ウェ ア

ネット
ワーク

34%

28%

38%

1 教育 11%
2 科学 7%
3 放送 7%
4 医療 6%
5 災害対策 4%
6 その他（アプリケーション関連 3%

資料）「研究開発ギガビットネットワーク事業評価調査報告書」H14.4
注）研究プロジェクトには複数の分野に属するものがある。

■ JGNとJGN2の大きな違いは研究テーマ領域の変化
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３．研究開発プロジェクトの促進④ JGN2における研究開発の特徴
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フォトニックネットワーク分野

光スイッチは民間企業参加が最も多い分野。

映像伝送分野

ハイビジョ ン映像配信に関する検証・実験が展開されてい
る。

コミュニケーション分野

共同作業・研究環境の構築に関する研究が多い。大学に
よる研究が多い。

教育、放送分野

地域情報ハイウェ イを活用した遠隔教育やデジタル放送コ
ンテンツ配信実験が多い。大学、自治体、地域CATVなど
による産・学・官連携型のプロジェ クトが多い。

医療・福祉分野

大学病院及び自治体などにより、医療情報共有、遠隔医
療研究等が推進されている

NN＝＝5656

N=40N=40

NN＝＝4646

大学等
46%

民間
17%

国
5%

自治体
12%

その他
11%

海外
1%

無回答
8%

大学等
48%

民間
10%

国
7%

自治体
13%

無回答
4%

海外
6%

その他
12%

大学等
37%

民間
48%

自治体
2%

国
8%

無回答
2%

海外
1%

その他
2%

参加者数参加者数
365365人人

参加者数参加者数
222222人人

参加者数参加者数

437437人人

27
5
6

3
7
7

6
7

10
3

12
7

19
16

2
3

24
12
13

10
8

5

フォ トニックネットワーク

IPv6

セキュリティ

基盤ソフトウェ ア

相互接続

マルチキャスト

ポリシー制御・QoS

経路制御

ネットワーク測定

その他（ネットワーク関連）

分散システム

ヒューマンインタフェース

映像伝送

コミュニケーショ ン

センサーネットワーク

その他（ミドルウェ ア関連）

教育

放送

医療・福祉

科学

災害対策

その他（アプリケーショ ン関連）
大学
59%民間

20%

その他
2%

大学（病院）
2%

自治体
9%

NICT
4%

高専
4%

大学
59%

民間
23%

高専
3%

NICT
10%

その他
5%

大学
59%

民間
23%

高専
3%

NICT
10%

その他
5%

大学
25%

民間
30%

NICT
34%

自治体
2%

その他
9%

研究領域別の関連プロジェクト件数注 （件）

ネットワーク関連技術 81
ミドルウェ ア関連技術 59
アプリケーショ ン関連技術 72

研究領域別の関連プロジェクト件数注 （件）

ネットワーク関連技術 81
ミドルウェ ア関連技術 59
アプリケーショ ン関連技術 72

プロジェクト代表者の属性注 （件）

大学 65 高専 3
民間 35 大学（大学病院） 1
NICT 26 その他 9
自治体 5

プロジェクト代表者の属性注 （件）

大学 65 高専 3
民間 35 大学（大学病院） 1
NICT 26 その他 9
自治体 5

主な研究領域におけるプロジェクト
のトピックス

主な研究領域におけるプロジェクト
のトピックス

注）アンケート未回答プロジェクトについては、
共同研究進捗報告書及び研究計画書をもとにNRIが分類。

プロジェクト参加者の属性 （人）

大学 462 海外 54
民間 256 その他 92
国 71 無回答 41
自治体 92

プロジェクト参加者の属性 （人）

大学 462 海外 54
民間 256 その他 92
国 71 無回答 41
自治体 92

N=212 N=144

注）アンケート未回答プロジェクトは含まない
注）アンケート未回答プロジェクトについては、

共同研究進捗報告書及び研究計画書をもとにNRIが分類。

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月
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３．研究開発プロジェクトの促進⑤ JGN2利用のきっかけ

■ 「JGNの利用経験」、「JGN2を知ったきっかけ」から、約6割がJGN利用者。

■ 全体の約1/4がJGN時代からの継続プロジェクト。

JGNJGNの利用経験の利用経験

JGN2JGN2を知ったきっかけを知ったきっかけ

JGNを利用
62%

他の研究者
からの紹介

25%

学術論文や

雑誌記事等
5%

総務省やNICTの

ｳｪﾌﾞｻｲﾄ8%

その他
0%

JGNを利用した
ことがある

57%
JGNを利用した

ことがない
25%

無回答
18%

N=102

N=102

プロジェクトの開始時期プロジェクトの開始時期

2% 3% 3%
5%

1%

12%

36%

25%

13%

0%

10%

20%

30%

40%

H10
以前

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

JGN時代
から開始

24%

JGN2より
開始

74%

N=102

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月
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３．研究開発プロジェクトの促進⑥ 研究活動資金

■ 研究活動資金を所属する組織以外から確保しているプロジェクトは全体の3割。

■ 所属する組織以外の資金源を見ると、文部科学省と総務省の予算が多い。

研究活動資金の資金源研究活動資金の資金源

所属する組織の
研究開発予算を活用

66%

33%

無回答

1%

所属する組織以外からの
研究開発予算を活用

文部科学省所管の予算

総務省所管の予算

NICTの委託研究や助成金等

民間研究機関の予算

その他官公庁・自治体
所管の予算

海外研究機関の予算

その他

41%

38%

32%

15%

6%

3%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
N=34

所属する組織以外からの研究開発予算を
活用している回答者の資金源

研究活動資金の資金源

N=102

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月
資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

複数回答（いくつでも）による集計値。
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３．研究開発プロジェクトの促進⑦ 国際接続

■ JGN2国際回線の存在を認知している回答者は92%、実際に利用している回答者は17%。

■ 現在利用しておらず、今後「利用したい」とする回答者は全体の8%、「条件によっては利用したい」とする回答者を加えると、
新たな利用意向を持つ回答者は全体の22%。

国際接続の利用状況と今後の利用意向国際接続の利用状況と今後の利用意向

利用したい
条件によって
は利用したい

利用する予定
はない

総計

存在を知っており、
利用している

17% 0% 0% 17%

存在は知っていたが、
利用したことはない

7% 13% 56% 75%

存在を知らなかった 1% 1% 6% 8%

総計 25% 14% 62% 100%

国
際
接
続
の
利
用
状
況

今後の国際接続の利用意向

接続先 回答数
北米 米国 15
アジア 中国 3

韓国 2
マレーシア 1
フィリピン 1
インドネシア 1
タイ 1
アジア地域 2

欧州 スイス 1
フィンランド 1
欧州 1

その他 1
計 30

希望する接続先の国名（複数回答）

今後、JGN2国際回線を「利用したい」または

「条件によっては利用したい」とした回答者の、
国際回線を利用する際に求める条件

N=102

資料） JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月。
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４．JGN2利用に伴う成果①

研究成果の実用化見込み研究成果の実用化見込み 発表論文数発表論文数 UNSUNS戦略プログラムへの貢献戦略プログラムへの貢献

■ 研究成果の実用化について、約3割のプロジェクトで「今後3年以内の実用化」が見込まれている。一方、「未定または検討中」は約半数。

■ 合計677本の論文 (H17年までに開始されたプロジェクトを対象とした「進捗報告書」(H18.3)より集計)が発表されている。

■ 「UNS戦略プログラム(総務省 H17.7)」に位置づけられる10の研究分野のうち、 4つの分野で半数のプロジェクトが「貢献している」と回答されている。「新世代
ネットワークアーキテクチャ」、「高度コンテンツ創造流通」、「超臨場感コミュニケーション」の3分野では、約3割のプロジェクトが「大きく貢献」と回答している。

■ 特許申請件数は19件（うち一般研究17、リサーチセンターによる直轄研究2。平成17年までに開始されたプロジェクトを対象とした「進捗報告書」より集計）。

33%

8%

5%

6%

18%

5%

9%

28%

3%

26%

21%

29%

5%

30%

33%

10%

25%

22%

18%

33%

44%

57%

82%

60%

45%

78%

62%

45%

74%

37%

2%

6%

7%

4%

4%

6%

4%

5%

5%

4%

0% 50% 100%

新世代ネットワーク

アーキテクチャ【100】

ユビキタスモビリティ【97】

新ICTパラ ダイ ム創出【97】

ユビキタスプラ ットフォ ーム【97】

セキュアネットワーク【97】

センシング・
ユビキタス時空基盤【97】

ユビキタス＆
ユニバーサルタウン【97】

高度コンテンツ
創造流通【97】

スーパーコミュニ
ケーショ ン【97】

超臨場感

コミュニケーショ ン【97】

大きく貢献 少し貢献 関連性は低い

よくわからない

N=153

JGN2の主な成果

約３割のプロジェクトで
3年以内に実用化が見込まれる

４分野で半数が貢献

注）なお、平成17年度までに開始されたプロジェ クトを対象とした「進捗状況報

告書」による統計においては、2006年2月時点において677件（一般応募

616件、直轄研究61件）。
資料） JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

18%

1%

12%
10% 8%

51%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

実用 化

済み

H18末 H19 末 H20末 H21 末 未定または

検討中

31%が実用化予 定

18%

1%

12%
10% 8%

51%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

実用 化

済み

H18末 H19 末 H20末 H21 末 未定または

検討中

実用 化

済み

H18末 H19 末 H20末 H21 末 未定または

検討中

31%が実用化予 定31%が実用化予 定

34%

20%

46%

0

50

100

150

200

ネットワーク ミドルウェ ア アプリケーショ ン

注）カッコ「【】」内の数字は有効回答数。

N=301

研究者アンケート（H18.12）より
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論文発表数

ネットワーク 102
ミドルウェア 59
アプリケーション 140

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
関
連
技
術

ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
関
連

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
関
連

研究成果の実用化見込み

研究領域別の研究成果トピックス

• フォトニックネットワーク

– JGN2という、実フィールドでの検証結果は世界的に見て貴重であ
り、国際学会でも高く評価されている。

– 次世代の通信機器市場における日本の国際競争力向上への寄
与が期待できる。

• ネットワーク測定

– 実フィールドでの検証の過程で必要となる測定機器・システムも一
部実用化に向かっている。

• 相互接続、経路制御等

– 国際接続が大きく進展した。GMPLSによる10Gクラスの相互接続、
経路制御が実環境で検証された。

– 日本がネットワーク面でもアジアのゲートウェ イとしての役割を果

たす方向で機能している。

• ヒューマンインターフェ ース・映像伝送

– 4K非圧縮デジタルシネマ伝送実験に成功。

– DVクォリティでCATV事業者間のリアルタイム配信を実現

– 映像伝送実験等の実証により、実環境下にてIP v6による放送マ
ルチキャストを実証。

– 地方・中小企業の技術・意識レベルを底上げ。

• 教育・コミュニケーショ ン

– 開発した商品を ユーザーに実際に利用してもらうことにより、ユー
ザーニーズの発掘、機器性能の評価に関する情報を確保し、商品

開発活動を 促進。

• 放送

– 地域のCATV会社（映像技術）、大学などの通信技術の専門家が
互いの技術や評価基準を共有。

– 地域発の映像情報発信に関する実験が可能なのはJGN2のみ。実
証や経験を 重ねることにより、地域企業に各種ノウハウが蓄積。

39

0

13

2

0

2

6

7

26

7

27

24

1

0

26

15

15

42

9

33

5

2

0 10 20 30 40 50

【25】

【3】

【4】

【2】

【3】

【5】

【2】

【4】

【7】

【2】

【7】

【5】

【14】

【15】

【2】

【1】

【23】

【11】

【12】

【17】

【9】

【4】

40%

50%

67%

33%

0%

13%

17%

0%

23%

0%

11%

44%

44%

47%

17%

25%

0%

5%

20%

0%

25%

13%

33%

17%

8%

100%

11%

11%

11%

11%

25%

33%

0%

25%

13%

33%

17%

8%

31%

11%

22%

22%

5%

23%

20%

0%

33%

15%

11%

11%

5%

50%

25%

77%

67%

20%

50%

33%

67%

100%

50%

63%

50%

100%

54%

62%

100%

56%

11%

22%

26%

33%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フォ トニックネットワーク

IPv6

セキュリティ

基盤ソフトウェ ア

相互接続

マルチキャスト

ポリシー制御・QoS

経路制御

ネットワーク測定

その他（ネットワーク関連）

分散システム

ヒューマンインタフェース

映像伝送

コミュニケーショ ン

センサーネットワーク

その他（ミドルウェ ア関連）

教育

放送

医療・福祉

科学

災害対策

その他（アプリケーショ ン関連）

【13】

【3】

【5】

【2】

【3】

【3】

【2】

【4】

【8】

【3】

【6】

【2】

【13】

【13】

【2】

【1】

【18】

【9】

【9】

【19】

【6】

【4】

実用化済み

H18末

H19末 H20末 H21末 未定または

検討中

15%

11%

32% 2%

9%

11%

11%

9%

16%

11%

11%

5%

12%

57%

57%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ネットワーク【46】

ミドルウェ ア【37】

アプリケーショ ン【65】

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

カ ッコ「【】」内の数字は有効回答数。

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

カ ッコ「【】」内の数字は有効回答数。

４．JGN2利用に伴う成果②
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５．研究成果活用における課題

知的財産権の取扱いに関する知的財産権の取扱いに関する課課題題成果を活用（実用化）していく上での課題成果を活用（実用化）していく上での課題

■ 成果を活用（実用化）していく上での課題としては、「更なる研究開発が必要」とする回答者がもっとも多い（79%）。

■ 共同研究契約における知的財産権の取扱いに関しては、「特に問題ない」が69%で多いが、「書類作成等の手続きが煩雑」（16%）、「知財取扱い
が不明瞭」（10%）、「知財取扱いに関する認識が異なる」（3%）等の課題が挙げられている。

研究開発推進に関する主な課題

資料） JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

16%

10%

3%

2%

69%

0% 20% 40% 60% 80%

N=93
書類作成等の
手続きが煩雑

知財取扱いが不明瞭

知財取扱い に関する
認識が異なる

成果に対する貢献度等の
算定が不公平

その他

特に問題ない

79%

27%

11%

5%

6% 5%

2%
8%

74%

13%
13%

6% 3%
10%

89%

33%

11%
7% 7% 7% 4%

75%

36%

8%
3%

11% 8%
14%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

更に

研究開発

が必要

基盤が

整備・普及

されていない

パートナー

（民間）

がいない

実用化

目的の

研究を
行っていない

技術水準の

優位性

なし

コスト面で

優位性

なし

実用化する

方法が

分からない

その他

ネットワーク【N=32】

ミドルウェ ア【N=28】

アプリケーショ ン【N=37】

大学、自治体による映像配信
等の教育分野（17%,17%）で
高い

自治体による地域インフラ整備が前提の災害対

策分野（60%）、大容量コンテンツ伝送に関するコ
ミュニケーショ ン分野（50%）で高い

全体【N=99】
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６．利用者によるサービス評価

■ ネットワークサービスで最も利用者が多いのはEthernet（10G以外）（51%）、光クロスコネクト(OXC)は少数の研究者のみ
（2%）に利用されている。

■ いずれのサービスにおいても、回答者の満足度は高く、高い評価を得ている。

ネットワークサービスの利用状況と評価ネットワークサービスの利用状況と評価

国際接続

光テストベッド

光クロスコネ クト

IPv6

IPv4

Ehternet（10G以 外）

Ehternet（10G）

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0

現在の満 足度

改
善
の
必
要
性

低い 高い

あり

なし

オペレーティングサービスに対する評価オペレーティングサービスに対する評価 研究支援サービスに対する評価研究支援サービスに対する評価

申請から 利用開 始まで の
迅速な対応

利用開始 時のﾈｯ ﾄﾜｰｸ環 境・機器設 定等の 対応

通常利用 時の積 極的な技術 サポー ト

緊急・トラ ブル時 の対応
スタッフの技術 水準・知識

サポート時 間及び 体制ネットワーク設 定の自 由度

その他

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0

現在の満 足度

改
善
の
必
要
性

低い 高い

あり

なし
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ情報 や障害 情報、

ﾄﾗﾌｨｯｸ情報等 の提供

実施されてい る研究 開発ﾌﾟﾛｼ ﾞｪｸﾄの紹介

JGN2関連 のｼﾝﾎﾟ ｼﾞｳ ﾑやｲﾍ ﾞﾝﾄ、
研究成果 発表会 等の開 催JGN2関連 以外のｼﾝ ﾎﾟｼ ﾞｳﾑやｲﾍﾞﾝ ﾄ、

研究成果 発表会 等の開 催

参加者相 互の交 流を促 進す るためのML

地域協議 会等の 地域に
おける活動 の紹介

研究計画 書の作 成・提出・審査

共同研究 契約の 締結

ｲﾍﾞﾝﾄ等 、一 時的な利用

その他

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

-3.0 -2.0 -1.0 0.0 1.0 2.0 3.0

現在の満 足度

改
善
の
必
要
性

あり

なし

高い低い

各サービスに
対する評価

利用状況 サービスに対する満足度／改善への期待

高い満足度

改善要望少

高い満足度

改善要望少

高い満足度

改善要望少

サービスに対する満足度／改善への期待 サービスに対する満足度／改善への期待

注：5段階評価を実施。満足度最大評価
を3、最小評価を -3、改善必要性高

いを3、低いを -3として評価。

21%

51%

25%

22%

2%

11%

16%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

N=102

Ethernet（10G）

Ethernet（10G以外）

IPv 6

IPv 4

光クロスコネクト(OXC)

光テストベッド

国際接続

無回答

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月
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７．JGN2への接続状況

■ JGN2回線の利用状況を利用頻度で見た場合、10日／月未満の利用者と20日／月以上の利用者に二分化している。

■ JGN2への接続回線は、JGN2以外の研究機関や自治体のネットワーク回線が多い（約7割）。また、回答者の4割が1Gbps以上の高速
回線をJGN2への接続に利用している。

JGN2JGN2への接続回線への接続回線JGN2JGN2回線の利用頻度とデータ転送量回線の利用頻度とデータ転送量

35%

34%

25%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

JGN2以外 の研 究機 関の ﾈｯﾄﾜｰｸや回

線

情 報ﾊ ｲｳｪｲ等地 方自 治 体が 提供 する
ﾈｯﾄﾜｰｸや回 線

商用 ｻｰﾋﾞｽ のﾈｯﾄﾜ ｰｸや 回線

そ の他

39%

8%

30%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

10日/ 月未満

10日/ 月以上20日/ 月未満

20日/ 月以上

無回答

6%

5%

10%

8%

14%

11%

47%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

50Mbyte/回未 満

50Mbyte/回以上 100Mbyte/回未 満

100Mbyte/回以上1Gbyte/回未 満

1Gbyte/回以上10Gbyte/回未 満

10Gbyte/回以上 100Gbyte/回未 満

100Gbyte/回以 上

無回 答

1 %

25%

28%

12%

33%

0% 10% 20% 30% 4 0%

10 Mbps未満

100Mbp s以上1 Gbps未満

1Gbps 以上10 Gbps未満

10 Gbps以上

無回答

JGN2へ接続するために利用している回線

JGN2へ接続するために利用している主要な回線の回線速度（注1）

JGN2回線への利用頻度

JGN2回線利用一回あたりのデータ転送総量

資料）JGN2利用者アンケート調査 平成18年12月

N=102

N=102

N=102

N=96

（注1）ノードの接続点の速度であり、LANの回線速度等を回答している場合が含まれると思われる。

そのため、JGN 2との間の回線のすべての部分で、上記の帯域が確保されているのではない。
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８．今後の利用意向・期待

今後の利用意向： yes 81％

JGN2の必要性 ： yes 96％

国際接続利用 ： 利用したい 25％

条件によっては利用 14％

今後の利用意向（アンケート結果より）今後の利用意向（アンケート結果より） 今後の期待（利用者インタビューより抜粋）今後の期待（利用者インタビューより抜粋）

• 大学・研究機関からの意見
– 光通信研究テストベッドとしての展開を期待。

– テストベッドであるからには、先端性の高い研究
開発を推進する基盤として機能すべき。

– 最低限の機器更新費用を予算化すべき。

• 民間企業からの意見
– 機器・サービスの実用化評価・商用準備段階に

おいて、知的所有権の所在が不明確であるリス

クが大きく積極参加しにくい。今後は、新たな契
約形態が必要。

– 地方企業にとって、JGN2を契機とした大学との
共同研究は貴重な機会。地域企業の技術高度
化・蓄積のために必要。同時にマーケティング
ニーズを把握する場としての意味も大きい。

• 自治体からの意見
– 地域情報ネットワーク間を結ぶ媒体としてJGN2

は必要不可欠。他地域との情報交流活動の基
盤。

注） JGN2利用者アンケート調査より算出。「今後もJGN2のような研究開発ネットワーク基盤が必要」とする回答

者のうち、「今後さらに研究開発ネットワーク基盤を活用する研究開発プロジェ クトを立ち上げる意向あり／な

し」の回答者を集計

研究領域別の今後の利用意向（アンケート結果より）

領域　大分類 領域　小分類
利用意向

あり
利用意向

なし 無回答
有効

回答数
ネットワーク関連技術 フォトニックネットワーク 11 2 0 13

IPv6 2 0 0 2
セキュリティ 4 0 0 4
基盤ソフトウェア 1 0 0 1
相互接続 1 2 0 3
マルチキャスト 1 0 0 1
ポリシー制御・QoS 2 0 0 2
経路制御 2 0 0 2
ネットワーク測定 2 0 0 2
その他（ネットワーク関連） 1 0 0 1
計 27 4 0 31

ミドルウェア関連技術 分散システム 5 0 0 5
ヒューマンインタフェース 0 0 0 0
映像伝送 11 1 0 12
コミュニケーション 6 1 2 9
センサーネットワーク 0 1 0 1
その他（ミドルウェア関連） 1 0 0 1
計 23 3 2 28

アプリケーション関連技術 教育 9 3 0 12
放送 0 0 0 0
医療・福祉 8 1 0 9
科学 1 0 0 1
災害対策 0 0 0 0
その他（アプリケーション関連） 10 5 0 15
計 28 9 0 37

総計 78 16 2 96
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◆ JGN２と地域情報ネットワークとの接続が進展
◆ ITによる地域内連携の推進、地域間交流の活発化、地域の知名度向上など、地域活性化に貢献

◆ JGN２と地域情報ネットワークとの接続が進展
◆ ITによる地域内連携の推進、地域間交流の活発化、地域の知名度向上など、地域活性化に貢献

＊＊緑緑色網掛け色網掛け：地域情報ネットワークとの接続有（予定を含む）

＊＊桃桃色網掛け色網掛け：さらに共同研究契約を締結している機関（自治体）

(2007.7月 調査時点(NICT利用申請情報より)

JGNⅡと地域情報ネットワークとの接続(予定を含む)

■ITによる地域内連携の推進
・県内のネットワークが活性化された。（大学）
・地元大学と地元企業が連携。行政が人材育
成の重要性を認識し、一体化した取り組み
のきっかけができた。（自治体）
・県立高校、大学、県民プラザ等をネットワー
クで接続し、映像コンテンツの配信実験を
行っている。 （大学）

■ITによる地域内連携の推進
・県内のネットワークが活性化された。（大学）
・地元大学と地元企業が連携。行政が人材育
成の重要性を認識し、一体化した取り組み
のきっかけができた。（自治体）
・県立高校、大学、県民プラザ等をネットワー
クで接続し、映像コンテンツの配信実験を
行っている。 （大学）

■地域間交流の活発化
・地域CATV事業者において、将来的なサービス提
供を検討（大学）
・自治体の防災情報を近県間で共有する実験を行
い、防災面における協力体制の構築の検討に役
立った。（自治体）

■地域間交流の活発化
・地域CATV事業者において、将来的なサービス提
供を検討（大学）
・自治体の防災情報を近県間で共有する実験を行
い、防災面における協力体制の構築の検討に役
立った。（自治体）

岩見沢市敷設光ケーブル

山梨県情報ﾊｲｳｪｲ

岐阜情報ｽｰﾊﾟｰｳ ｪｲ

三重Ｍ－ＩＸ

大和路情報ﾊｲｳｪｲ

きの くに eーねっと宮崎情報ﾊｲｳｪｲ 21

山形県基幹高速通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

福井情報ｽｰﾊﾟｰﾊｲｳｪｲ

豊の国ﾊｲﾊﾟｰﾈｯﾄ

京都ﾃﾞｼﾞﾀﾙ疏水ﾈｯﾄﾜｰｸ

びわ湖情報ﾊｲｳｪｲ

兵庫情報ﾊｲｳｪｲ

鳥取情報ﾊｲｳｪｲ

岡山情報ﾊｲｳｪｲ

熊本県情報ギガハイウェ イ

■地域における知名度向上
・ITの強みを地域や地元企業のブ
ランド力に繋げることができた。
（自治体）

■地域における知名度向上
・ITの強みを地域や地元企業のブ
ランド力に繋げることができた。
（自治体）

９．ＪＧＮ２による地域活性化効果（ヒアリング調査より）
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■研究活動の中核的人材の育成

・研究者のネットワーク機器に関する設定・接続の技術スキルが向上した。また、JGN2のプロジェ
クトで得られたネットワーク関連の知見を基に、社内のネットワーク担当としても会社に知見を
フィードバックできた。
（システムインテグレータ）
・JGN2プロジェクトで培った高精細映像の伝送装置開発に関わるノウハウや、大学・CATV事業者
等との人脈を通じ、これまで交流がなかった２つの自治体間の連携を推進し、地域相互の情報交
換、市民交流、個別事業の拡大等を目的としたJGN2の新規プロジェクトの立ち上げに貢献した。
（伝送機器メーカ）

■研究活動の中核的人材の育成

・研究者のネットワーク機器に関する設定・接続の技術スキルが向上した。また、JGN2のプロジェ
クトで得られたネットワーク関連の知見を基に、社内のネットワーク担当としても会社に知見を
フィードバックできた。
（システムインテグレータ）
・JGN2プロジェクトで培った高精細映像の伝送装置開発に関わるノウハウや、大学・CATV事業者
等との人脈を通じ、これまで交流がなかった２つの自治体間の連携を推進し、地域相互の情報交
換、市民交流、個別事業の拡大等を目的としたJGN2の新規プロジェクトの立ち上げに貢献した。
（伝送機器メーカ）

■他機関・他分野とのコラボレーションによる研究の活性化

・キャリアや代理店など、他機関との交流が増え、特に若い技術者にとって刺激になった。ルータ
やスイッチなどネットワーク機器の利用方法、接続のスキルなどが蓄積できた。
（システムインテグレータ）
・大学との共同研究によって、大学の先生から専門家としての評価や映像伝送機器の新しい利用
方法に関するアイデアを得られた。また、大学の学生にも企業の開発現場を見てもらうことがで
きた。大学間でも研究発表等を頻繁に実施していることから、大学生にはプレゼンテーションス
キルの向上という副次的な効果もあった。
（伝送装置メーカ）
・日頃、他機関と接することが少ない技術担当同士が映像配信に関する技術の情報交換を行う
貴重な機会が得られた。また、通信分野の専門であるネットワーク事業者に対して、映像評価に
関する放送事業者としての知見をフィードバックできた。
（CATV事業者）

■他機関・他分野とのコラボレーションによる研究の活性化

・キャリアや代理店など、他機関との交流が増え、特に若い技術者にとって刺激になった。ルータ
やスイッチなどネットワーク機器の利用方法、接続のスキルなどが蓄積できた。
（システムインテグレータ）
・大学との共同研究によって、大学の先生から専門家としての評価や映像伝送機器の新しい利用
方法に関するアイデアを得られた。また、大学の学生にも企業の開発現場を見てもらうことがで
きた。大学間でも研究発表等を頻繁に実施していることから、大学生にはプレゼンテーションス
キルの向上という副次的な効果もあった。
（伝送装置メーカ）
・日頃、他機関と接することが少ない技術担当同士が映像配信に関する技術の情報交換を行う
貴重な機会が得られた。また、通信分野の専門であるネットワーク事業者に対して、映像評価に
関する放送事業者としての知見をフィードバックできた。
（CATV事業者）

◆ 研究活動における中核的人材が育成、他機関・他分野とのコラボレーションにより研究活動が活性化
◆ 地域住民や地域の産業における人材育成にも貢献

◆ 研究活動における中核的人材が育成、他機関・他分野とのコラボレーションにより研究活動が活性化
◆ 地域住民や地域の産業における人材育成にも貢献

注）各数値は延べ数、対象期間は2004.4～2007.6

JGN2プロジェクトにおける発表論文数
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ネットワーク ミドルウェア アプリケーション

（件）

出所）野村総合研究所アンケート

JGN2プロジェクト参加機関数

述べ1,624人
536機関が
研究に従事

248

146

99

38

5

0

50

100

150

200

250

300

大学・
高専

企業等 政府系
研究機関・
自治体

海外
研究機関

その他
（協議会など）

（機関）

１０．ＪＧＮ２による人材育成効果（ヒアリング／アンケート調査より）


